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要 約： 50 
生物多様性に関わる様々な課題は、今や生物学者だけのものではなく、51 
人類全てに関連しうる社会的な課題となった。防災・減災、社会経済資本、資52 
源の持続的利用といった、人間生活により身近な社会問題についても、生物多53 
様性が極めて重要な役割を持つことが認識されるようになりつつある。これら54 
社会情勢の変化を受け、生物多様性に関わる研究者には、これまで以上に政策55 
とのつながりが求められている。しかし現状では、研究成果が実社会において56 
活用されないという問題が、生物多様性に関係する研究者、行政をはじめとす57 
る実務者の双方に認識されている。これを”研究と実践の隔たり(Research-58 
implementation gap)”と呼ぶ。そもそも、社会的課題の解決のために研究者の誰59 
もが実施できる最も重要なことは、解決に必要な科学的知見を研究によって得60 
て、論文の形で公表することである。そのためには、社会的に重要な課題を把61 
握し、それに関する研究成果を適切なタイミングで社会に提供できなくてはな62 
らない。これらが容易になることは、研究と実践の隔たりを埋めることに貢献63 
するだろう。そこで本稿は、そのための取り組みの先駆的な実例として64 
「legislative scan」を紹介する。これは、イギリス生態学会が実施している、生65 
態学者や保全生物学者にとって重要な法的、政策的課題を概観する取り組みで66 
ある。さらに legislative scan を参考に、生態学の研究者が関わりうる政策ト67 
ピックの概要を紹介することで、研究者が能動的に研究と実践の隔たりを埋め68 
ていくためのヒントを提供する。具体的な政策トピックとして、「生物多様性69 
条約（CBD）」、「生物多様性及び生態系サービスに関する政府間科学政策プ70 
ラットフォーム（IPBES）」、「地球温暖化適応（IPCC の主要課題）」、「グ71 
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リーンインフラストラクチャー」、「鳥獣対策」について概要を紹介する。最72 
後に、研究と実践の隔たりの解消に向けて、研究者及び研究者コミュニティが73 
積極的に働きかける重要性と意義について議論する。 74 
 75 
キーワード：イギリス生態学会; 政策レビュー; 保全科学 76 
77 
大澤ほか 5 
 
Abstract： 78 
Issues related to biodiversity now attract much attention not only from biologists but also 79 
from a wider public. Biodiversity has been recognized to play an important role in a number 80 
of social issues, such as disaster prevention and mitigation, social and economic capitals and 81 
sustainable use of natural resources. As a consequence, scientists working on biodiversity 82 
have increasingly been required to contribute to relevant policy-making processes. In reality, 83 
however, scientific research is not being used effectively in policies and practices in a 84 
phenomenon widely known as the research-implementation gap in conservation science. One 85 
important and practical way for scientists to contribute to solving social issues is conducting 86 
and publishing research with the potential to provide scientific knowledge required in 87 
solving those issues. However, it is not easy for many scientists to identify social issues that 88 
urgently require scientific knowledge, and provide the required knowledge at the right 89 
timing. Attempts to facilitate this process could contribute to bridging the research-90 
implementation gap. Here we first introduce legislative scans annually conducted by the 91 
British Ecological Society (BES) as a specific example of such attempts, and illustrate how 92 
the BES reviews and widely publicizes forthcoming legislations and expected policy 93 
developments that are likely to have consequences for the environment as well as ecologists 94 
and conservation scientists. Second, as a preliminary attempt in Japan, we also try to provide 95 
an overview of biodiversity-related international and domestic policies since 2015, 96 
specifically covering the following five topics: the Convention on Biological Diversity 97 
(CBD), the Intergovernmental Science-Policy Platform on Biodiversity and Ecosystem 98 
Services (IPBES), climate change adaptation, green infrastructure, and wildlife-human 99 
conflicts. Finally, we discuss the importance of proactive approaches in Japanese scientific 100 
communities, for example through the implementation of legislative scans, for bridging the 101 
research-implementation gap in biodiversity-related issues. 102 
 103 
Key words：British Ecological Society; conservation science; policy review 104 
105 
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はじめに 106 
 生物多様性の劣化防止や生態系サービスの持続的利用という課題は、今や生107 
態学者をはじめとする生物学者の興味に留まらず、社会的に認知された国際的な課108 
題になったと言ってよいだろう（Diaz et al. 2015a, b）。少子高齢化、人口減少、109 
経済活動の変化、自然災害、地球温暖化等、現在わが国が直面している様々な社会110 
的課題は、生物多様性の劣化を引き起こす重大な要因となっている。国際社会にお111 
いては、生物の多様性に関する条約（Convention on Biological Diversity: CBD）112 
の発効以降、生物多様性の保全や生態系サービスの持続可能な利用に向けた取り組113 
みや体制整備が進んでいる。環境問題における国際的な課題の代表的な例として、114 
しばしば気候変動問題が挙げられるが、その中心を担う国際組織として、気候変動115 
に関する国際連合枠組条約（Framework Convention on Climate Change : FCCC）116 
や国連気候変動に関する政府間パネル（Intergovernmental Panel on Climate 117 
Change: IPCC）という科学と政策の統合を目指した組織が存在することはよく知118 
られている。生物多様性についても同様に、生物多様性版 IPCC とも呼ばれる、生119 
物多様性及び生態系サービスに関する政府間科学－政策プラットフォーム120 
（Intergovernmental Science Policy Platform on Biodiversity and Ecosystem 121 
Services: IPBES）が 2012 年に設立され、科学研究が生物多様性という社会的な課122 
題に貢献するために国際的な方向性が示されている。 123 
 その反面、近年では研究成果が実社会において活用されないという、研究と124 
実践の隔たり(Research-implementation gap：天野 2017; Knight 2008; 大澤・赤125 
坂 2013; Jarvis et al. 2015; 大澤・上野 2017）が、生物多様性に関係する研究者、126 
実務者ら双方に深刻な問題として認識されている。研究成果を活用した効果的な生127 
大澤ほか 7 
 
物多様性の保全、持続的な利用を推進するためには、この研究と実践の隔たりを生128 
み出す要因を理解し、存在する隔たりを埋めていくことが極めて重要であり、それ129 
に向けて生態学者のみならず、行政や民間ら実務者も交えた議論が始まっている130 
（天野 2017; 西田 2017; 大澤・上野 2017）。 131 
 大澤・上野（2017）は、研究と実践の隔たりの解消に向け、実務に関わろう132 
とする研究者は、必要な知見を適切なタイミングで提供するために、法制度や意思133 
決定プロセスを把握する必要があると論じた（大澤・上野 2017）。とはいえ、制134 
度等を把握してさえいれば、研究者は誰でも科学的な知見を実務側に提供できるか135 
というと、必ずしもそうではない。表 1 に、現在の日本において筆者らが代表的と136 
考えた、研究者と国レベルの行政施策の接点を示した。少なくとも国レベルの行政137 
施策に対して、現状では研究者が直接的に関わることができる機会、及び実際に関138 
わることができる者の数は限られている。さらに、多くのケースは国（行政）側か139 
らの要望に研究者が応えるという、研究者にとって受動的な形式になっている。学140 
会等の研究者コミュニティから主体的に要望等を提案するという形式もありうる141 
が、これは研究者が個人レベルで実施できるものではない（表 1）。応用志向を持142 
つ多くの研究者が確実に実施できる社会的課題の解決に向けた貢献は、自身の専門143 
性を生かし、課題解決に必要な知見を得るための研究を実施し、論文として公表し144 
て知見を積み重ねることである（大澤・赤坂 2013）。 145 
実務を志向した応用研究であっても、その成果は常に即時的に活用されるわ146 
けではない。応用研究に限らず、数年前あるいは数十年前に公表した論文が急に注147 
目を浴びるということは、科学研究において珍しいことではない。大澤・上野（2017）148 
も、科学的知見が突然必要になる場合に備え、日常的な研究を積み重ね、成果を公149 
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表していくことの重要性を強調している。とはいうものの、実務を志向した研究を150 
積み重ねる際、事前に社会的な重要課題等を把握しておけば、どの政策や課題にど151 
ういった科学的根拠が提供できるか、今後どのような科学的知見が必要とされるか152 
を検討することが可能になり、より社会的に重要あるいはニーズが高い課題を研究153 
テーマに設定する等が可能になる（Sutherland et al. 2011 及び次節参照）。大澤154 
・上野（2017）は、研究者が事前に社会的な重要課題を把握することを補助できる155 
取り組みとして、イギリス生態学会（British Ecological Society: BES）が実施して156 
いる horizon scanning の一部である legislative scan、すなわち生態学者や保全生157 
物学者にとって重要な法的、政策的課題を概観し、研究者に紹介するというものを158 
取り上げ、日本においても同様の取り組みを行うことを提案している（大澤・上野 159 
2017）。Legislative scan は読者にそのトピックに関する研究を実施することを強160 
要するものではなく、あくまで情報提供を行うものである。しかし、社会的課題に161 
貢献したいと考える研究者がこれを参照することで、自身の研究テーマを設定す162 
る、手元の情報を適切な現場に提供する等の方法で実務に関わるようになると期待163 
されている（Sutherland et al. 2014）。 164 
 著者らは legislative scan を参考に、第 64 回日本生態学会全国大会シンポジ165 
ウム「生物多様性に関わる様々な政策課題を広く俯瞰する」において、生態学研究166 
が貢献しうると考えられる 5 つの国際及び国レベルの政策や社会的課題について、167 
概要を紹介した（http://www.esj.ne.jp/meeting/abst/64/S14.html 2018 年 2 月 19168 
日確認）。シンポジウムは 100 人を大きく超える参加者を集め（著者らの計測によ169 
る）、生態学に関連する政策を紹介するという試みに対して、日本の生態学者は強170 
い関心を示すことが示唆された。本稿は、先のシンポジウムにおける発表を基に、171 
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legislative scan ならびに生物多様性と生態系サービスに関わる国内外の重要な政172 
策課題を解説し、それらの課題に生態学者がどのように貢献できるのか議論するこ173 
とで、日本における研究と実践の隔たりを解消するための一助とすることを目的と174 
している。生物多様性と生態系サービスに関係する政策課題は非常に多岐にわた175 
り、国際レベルの課題から特定地方を対象にしたものまで影響範囲も様々である176 
が、本稿では国際及び国レベルの課題のうち、著者ら国内における中堅研究者が積177 
極的に取り組んでおり、かつ 2015 年以降の数年間に議論が進みつつあるトピック178 
を任意で 5 つ選定した。ただし、大澤・上野（2017）が、実務に貢献したいと考え179 
る研究者が意識すべき内容として論じている「意思決定プロセスの理解」と「実現180 
可能な解の提示」を勘案し、前者に強く関係する国際条約及び取組を 3 つ、後者に181 
強く関連する具体的な社会的課題を 2 つとしている。次節において、BES による研182 
究と実践の隔たりを解消するための取り組み「legislative scan」を紹介し、生態学183 
者に対して政策に関する情報を提供する意義を述べる。続いて生物多様性と生態系184 
サービスに関わる最近の具体的な政策トピックとして、自然環境分野の国際的な取185 
組の主要例である「CBD」、「IPBES」、「地球温暖化適応（IPCC における主要186 
課題）」を、より具体的な課題として「グリーンインフラストラクチャー」、「鳥187 
獣害対策」を取り上げ、それぞれについて、概要と生態学者に対するニーズ等を紹188 
介し、応用研究に興味を持つ生態学者がどのように政策に貢献できるか、今後どの189 
ような展開が期待できるかについて展望する。最後に、legislative scan のような取190 
り組みを研究者コミュニティが実施することの意義について議論する。 191 
 192 
如何にして科学と政策を結び付けるか：英生態学会による 193 
legislative scan の取り組み 194 
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 生物多様性の保全に関わる研究が近年飛躍的に増加する一方で、得られた研195 
究成果が実際の保全活動や関連した政策（国や地方政府などによる政治上の方策）196 
決定に活用されないという問題、いわゆる研究と実践の隔たりは、保全科学におけ197 
る深刻な問題のひとつとして広く認識されている（天野 2017; また保全生態学研198 
究における特集号を参照：天野ほか 2017; Walton and Gray 1991; Pullin et al. 199 
2004）。その中でも、科学研究の成果が保全管理に関する政策に十分に貢献してい200 
ないという問題は、特に長年に渡って認識されてきた （大澤 2017 も参照）。科学201 
が保全政策に直結しない原因として様々な障壁の存在が挙げられているが、特に政202 
策決定に関わる研究の不足、科学と政策のタイミング不一致、科学者と政策決定者203 
のコミュニケーション不足といった、科学–政策間での知見の受け渡しを阻害する204 
要因はその多数を占めている（Lawton 2007; 大澤・上野 2017）。科学–政策間で205 
の知見の受け渡しを促進するためには、政策がどのような過程や条件で決定され、206 
また実現する（法律の成立、施行などを通して実行される）のかを理解することが207 
有効だと考えられる。例えば Kingdon（2003）は、問題、政策、政治という３つの208 
異なる側面で特定の政策実現に対して好意的な要素が揃ったとき（例：ある社会問209 
題の重要性が増す中で、実現可能な政策案が提案され、その政策実現に対して好意210 
的な政治的状況が存在する場合など）、「政策の窓（policy window）が開く」とい211 
う表現で、特定の政策が実現すると主張している。これを踏まえ Rose et al.（in 212 
press）は、政策における科学的知見の活用を促進するためには、（１）「政策の窓」213 
が開く状況を予測する（もしくはその状態を創り出す）、（２）開いている「政策214 
の窓」に対して迅速に対応する、（３）適切な「政策の窓」に対応して研究を構成215 
する、（４）「政策の窓」が閉じている状況下でも努力を続ける、といった科学者216 
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によるアプローチが重要であると結論づけている。 217 
 このように政策に対して科学が貢献できる限られた機会である「政策の218 
窓」がいつ開き（上記（１）に対応）、どのような「窓」なのか理解する（上記219 
（２）、（３）に対応）ための試みとして、BES が 2011 年から実行しているの220 
が、legislative scan である。Sutherland et al.（2011）はこの legislative scan221 
の目的を、「その年に制定される法律の中でも、生態学者に直接・間接的な影響222 
を及ぼしうる、もしくは生態学者と関連付けることで恩恵が得られる法律を特定223 
し、科学者に対して周知する」こととしている。Legislative scan では新たに制定224 
される法律に加えて、既存の法律における著しい進展や、新たな法律や既存の法225 
律改正につながり得る政府による報告書（白書）も対象としている。BES による226 
取り組みでは、全球規模、欧州連合（EU）、イギリス、イギリスを構成する４地227 
域（イングランド、ウェールズ、スコットランド、北アイルランド）といった、228 
計４つのスケールで制定される法律について 10-15 項目ほどをレビューする。そ229 
の上で生物多様性保全に関わる様々な機関（大学、環境 NPO/NGO、政府機関な230 
ど）における環境政策の専門家 10 人前後を著者として招集し、各著者が取り上げ231 
るべき項目を持ち寄って文章を執筆し、毎年 3 月に BES の会報及びウェブサイト232 
（http://www.britishecologicalsociety.org/policy/reports-publications/legislative-233 
scans/、2018 年 9 月 30 日確認）で公表している。例えば 2017 年の legislative 234 
scan（Sutherland et al. 2017）では、グローバルの項で、CBD の主要議題の動235 
き（詳細は後述）のほか、2016 年 11 月に発効したパリ協定が同協定を実施して236 
いくにあたって「ルールブック」を 2018 年までに策定すること等を挙げている。237 
EU の項では、2015 年に発効した EU の侵略的外来種規制法（Invasive Alien 238 
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Species Regulation）に注目し、同法が採用している List of Invasive Alien 239 
Species of Union concern（欧州連合において、在来の生物多様性に対して多大な240 
悪影響を与えることが懸念される侵略的外来種のリスト）に新たに 12 種が加えら241 
れることを取り上げている。イギリスの項では、国内の大学及び科学研究費の改242 
革を目的とした法案を挙げ、大学や科学コミュニティの自治や民営化などに影響243 
を及ぼし得る同法案が 2017 年春には貴族院（上院）を通過し、その後すぐ国王裁244 
可が行われる見通しであることを説明している。イギリスを構成する４地域に関245 
する項では、ウェールズで 2016 年 5 月に発効し、天然資源の持続可能な管理を目246 
的とした Environment（Wales）Act に注目している。ウェールズ政府は同法令247 
に伴った National Natural Resources Policy を 2017 年 4 月までに制定する予定248 
で、その協議が 2016 年 11 月から 2017 年 2 月 13 日の間に行われることが説明さ249 
れている。 250 
 251 
Legislative scan から得られる研究者への示唆 252 
 政策に関する情報を生態学者や関連分野の研究者に対して周知することを253 
目的とした legislative scan からは、以下のような効果が期待される。まず、周知254 
を受けた研究者が必要な研究を実施することで、近い将来に決定される政策やそ255 
れを実現するための法律案の作成に貢献できる情報が予め用意される。政策決定256 
者らは、それら研究によって得られた知見をより適切に政策や法律案に反映させ257 
ることが可能になる。これによって成立、施行される政策や法律は、新たな研究258 
やモニタリングの機会を研究者に提供することになるかもしれない。例えば 2016259 
年の legislative scan では、同年 6 月に実施されたイギリスの EU 離脱是非を問う260 
国民投票に注目し、EU 離脱が環境政策や法律に及ぼす影響を多角的に総説してい261 
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る（Sutherland et al. 2016）。これらの情報は科学者や保全従事者にとって、実262 
際に離脱が決まった際の対応を準備するために貴重な情報を提供していたと考え263 
られる。無論、legislative scan は情報提供を通して政策に対する科学の貢献を向264 
上させることを究極的な目的としている一方で、政策は科学的知見のみで決定さ265 
れるものでないことも理解しておかなければならない。そのためこの試みは、科266 
学的知見に「基づいた」政策というよりは、科学的知見が「与えられた」政策267 
（Rose 2014）を発展させていくために有効な手段であると言えるだろう。 268 
 269 
 270 
CBD 271 
 CBD は気候変動取組条約及び砂漠化対処条約と並んで、環境分野の国際条272 
約の代表例であるリオ３条約の１つである。1992 年に採択され、1993 年に発効し273 
た CBD では、「生物の多様性の保全」、「生物多様性の構成要素の持続可能な利274 
用」及び「遺伝資源の利用から生ずる利益の公正で衡平な配分」という 3 つの目的275 
が掲げられている。これに応じて、同条約下には、遺伝子組み換え生物の規制に係276 
る「カルタヘナ議定書」及び遺伝資源の取得の機会及びその利用から生ずる利益の277 
公正かつ衡平な配分に係る「名古屋議定書」がある（https://www.cbd.int/ 2018 年278 
9 月 30 日確認）。条約及び議定書に係る諸ルールや進捗状況、今後の国際的目標を279 
議論するために、２年に１度、締約国会議として COP（Conference of the Parties）280 
及び MOP（Meeting of the Parties）が開催される。 281 
2010 年に日本の名古屋で開催された第 10 回締約国会議 COP10 では、生物282 
多様性に係る 2050 年までの長期目標と、2020 年までの短期目標が採択された。長283 
期目標では「自然と共生する世界」の実現が掲げられ、短期目標では生物多様性の284 
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損失を止めるために「愛知目標」が採択され、各締約国はその達成に向け努力する285 
ことが期待されている（奥田 2014）。 286 
2014 年の COP12 では地球規模生物多様性概況第 4 版（GBO4）（SCBD 287 
2014）により愛知目標の進捗の中間評価が行われた。この結果によれば、20 個の288 
目標から構成される愛知目標のうち多くで取り組みに進捗が見られた一方で、より289 
緊急的で有効な行動を行わないと愛知目標の達成は実現しないということが判明290 
した。2014 年時点で達成が見込まれたのは、愛知目標 11（陸域の保護地域面積）、291 
16（名古屋議定書）及び 17（生物多様性国家戦略の改定）の 3 目標のみとされた。292 
同様の分析結果は Tittensor et al.（2014）によっても報告されている。 293 
直近では、CBD 第 13 回締約国会議（COP13）、カルタヘナ議定書第 8 回締294 
約国会合及び名古屋議定書第 2 回締約国会合（総称して「国連生物多様性会議メキ295 
シコ・カンクン 2016」）が合同開催された。COP13 における議題のうち生態学に296 
係るものとしては、例えば、「自然保護区」、「生物多様性と健康」、「生物多様297 
性と気候変動」等があった（環境省, http://www.env.go.jp/press/103305.html 2018298 
年 9 月 30 日確認）。「自然保護区」については、愛知目標の進捗に係る議題 10 に299 
おいて、各締約国に対して生物多様性及び生態系サービスの観点で重要な地域を保300 
護する方策を特定・検討することや、保護区の管理有効性をより体系的に評価する301 
ことを招請する決定等がされた。「生物多様性と健康」については、生物多様性及302 
び健康（例：食の多様性と健康、自然保護区などの自然による健康への貢献、微生303 
物多様性と健康）に関する研究の更なる促進・支援などが奨励され、生物多様性及304 
び健康のつながりを愛知目標のフォローアップの検討にあたり考慮することが決305 
定された。「生物多様性と気候変動」においては、生態系の理解に基づいて気候変306 
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動の適応・緩和・防災に取り組むアプローチ（例：マングローブの維持・再生によ307 
る海岸の保護）の有効性を評価するために体系的に証拠を収集して分析すること等308 
が各締約国に奨励された。これらの課題は生態学分野においても比較的新しい話題309 
であり、今後の調査分析が進むことが期待されている。また、遺伝子改変を加えた310 
系統を人為的に生物集団に導入し、それを集団中に広める（対立遺伝子頻度を人為311 
的に変える）ことで外来種の駆除等を狙う「遺伝子ドライブ」（ジーンドライブ）312 
（Oye et al. 2014）についても、「合成生物学」の議論で触れられた。その結果、313 
遺伝子ドライブについても、合成生物学技術で得られる種、器官、製品の環境への314 
放出と同様に、コントロールするためのリスク評価・管理等が、各締約国に求める315 
予防的手段として強く促されている。こうした COP13 の決定の和訳（仮訳）は、316 
そ の 主 要 な メ ッ セ ー ジ を ウ ェ ブ サ イ ト 上 で 発 表 し た ほ か317 
（http://www.env.go.jp/press/103305.html, 2018 年 9 月 30 日確認）、より網羅的318 
な訳も掲載している（環境省 生物多様性条約第 13 回締約国会議決定の和訳 . 319 
http://www.biodic.go.jp/biodiversity/about/treaty/files/cop13_bio_decisions.pdf, 320 
2018 年 9 月 30 日確認）。 321 
 条約の締約国は、195 カ国及び EU が含まれる（米国は含まれない）（CBD: 322 
https://www.cbd.int/, 2018 年 9 月 30 日確認）。締約国会議にはこれら締約国政府323 
代表団に加え、一部の国際機関や NGO 等が参加する。同条約に関連性が深い組織324 
として IPBES があり（※詳しくは次項を参照）、IPBES の評価作業で得られた知325 
見は、適宜、CBD における議論に還元される仕組みとなっている。 326 
 327 
生態学者は CBD にどう貢献できるのか 328 
 CBD は、自然環境分野の国際条約の中心的存在だが、基本的に強制力・拘束329 
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力を伴わない条約であり、条約の下に設けられる目標も定性的なものが多いのが現330 
状 で あ る 。 国 際 的 な 目 標 作 り に つ い て は 、 い わ ゆ る SMART331 
（Specific/Measurable/Ambitious/Realistic/Time-bound）な目標が望ましいとさ332 
れており（奥田 2014; Butchart et al. 2016）、今後の国際目標をより SMART な333 
ものにするためには、各目標を設定するための科学的裏付けや理論構築が重要にな334 
る。また、目標実現を進めるための具体的かつ現実的な手法の提示も必須である。335 
さらに、国際的目標は、各国の状況や事情を考慮して、国毎により具体的な個別目336 
標を設定することも多い。このため、我が国の状況や事情を考慮して、日本や国内337 
各地域に最適な目標設定をすることが今後も引き続き求められると考えられる。日338 
本では、これまでに生態学者を含む専門家による審議も経て、「生物多様性国家戦339 
略 2012-2020」（日本政府 https://www.env.go.jp/press/files/jp/20763.pdf, 2018 年340 
9 月 30 日確認）や、各地方自治体による「生物多様性地域戦略」（例えば大分県玖341 
珠郡九重町 http://www.town.kokonoe.oita.jp/docs/2017061600016/ 2018 年 9 月342 
30 日確認）が策定され、国別・地域別の目標が設定されてきた。とはいえ、これま343 
で CBD を含め、保全のための各種取り組み・制度が国内外で導入されてきたにも344 
関わらず、生物多様性の状況が引き続き悪化しているということであれば、これま345 
での取り組みや制度がどうして機能していないのかを詳細に分析することも必要346 
であろう。上述した自然保護区の管理有効性の評価を求める決定も、これまで保護347 
区の規模そのものは順調に拡大しつつあるのに、それだけでは自然を保護する上で348 
十分ではないことから、保護区の「量」だけではなく「質」にも着目した議論が展349 
開された結果として出てきたものである。このような議論は COP をはじめとする350 
CBD における会議においてのみ行われているのではなく、生態学者をはじめとす351 
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る研究者間でもたびたび議論されてきた（例えば Minin and Toivonen 2015）。生352 
態学者には、こうした国際目標の設定や目標達成状況評価の指標設定・データ収集353 
・分析等に貢献することが強く期待されている（大澤 2017）。 354 
 355 
 356 
IPBES の描く「科学・政策インターフェイス」： 357 
これまでに見えてきた課題と研究者への示唆 358 
 生物多様性保全政策に科学を効果的に活かすことの難しさから（Young et al. 359 
2014）、科学と政策の接点、いわゆる科学・政策インターフェイスについて近年多360 
くの研究や取り組みが進められている。これまで実施されてきた一連の研究の結361 
果、科学・政策インターフェイスの有効性を評価するためには、政策関連性362 
（relevance）、正当性（legitimacy）、科学的信頼性（credibility）、反復性（iterativity）363 
の 4 要件が重要であるという考えが定着しつつある（Young et al. 2013）。本節で364 
は、生物多様性に関する国際的な科学・政策インターフェイスの代表的なものとも365 
言える IPBES について有効性を評価する 4 つの要件に照らしながら概説し、これ366 
に研究者がどのように関わっていけるのかについて筆者の考えをまとめる。 367 
 IPBES は、生物多様性条約等の生物多様性・生態系サービスに関連する多国368 
間環境条約の意思決定や実施に関する科学・政策インターフェイスを強化すること369 
を目的に 2012 年 4 月に設置された国連機関であり、現在は 126 カ国（2017 年 3 月370 
時点）参加のもと、2019 年までの第１期作業計画が実施されている（表 2）。本稿371 
執筆の時点（2017 年 6 月）で IPBES 第１期作業計画は終盤に差し掛かっており、372 
花粉媒介に関するテーマ別アセスメントとシナリオ・モデリングに関する方法論ア373 
セスメントが既に完了している。以下に、これまでに見えてきた IPBES の課題に374 
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ついて、上に挙げた科学・政策インターフェイスの有効性 4 要件に照らして整理す375 
る。 376 
 まず政策関連性については、IPBES では参加する各国の政策決定者のニーズ377 
に応答すべく、作業計画の策定、アセスメントのテーマや内容の決定、及びアセス378 
メントの最終成果物である政策決定者向け要約（Summary for Policy Makers: 379 
SPM）の承認について、各国政府代表により構成される総会において審議する体制380 
をとっている。次に正当性についてだが、Young ほか（2013）によると、正当性と381 
はインターフェイスを通して提供される情報や技術が多様な関係者のもつ異なる382 
価値観や考えを尊重する形で偏りなく形成されているかどうかについての要件と383 
されている。IPBES では、アセスメント執筆に携わる専門家、査読する外部専門384 
家、各国政府等の関係者の関与がアセスメントや SPM を作成する組織体制やプロ385 
セスに組み込まれているが、アセスメント作成の実際をみると、知識やデータの地386 
域差、執筆者の出身国や専門分野の偏り、総会での発言回数や影響力が少数特定国387 
に集中しているなど、正当性が十分であるとは言い難い。科学的信頼性についてみ388 
ると、知識やデータの不足が重要課題の１つに挙げられる。IPBES のアセスメント389 
は、基本的には査読付き学術論文、補完的に非査読のいわゆるグレー文献の体系的390 
レビューに基づいて執筆される。IPBES の第 1 期では新たなシナリオ・モデリン391 
グの方法論や価値概念化枠組（Nature’s Contributions to People: NCP）が提案392 
されているが、こうした方法論や枠組による実証研究が行われて論文が出ないこと393 
には、従来の方法論や取組に基づく既往研究の成果の分析から得られる以上の根拠394 
は得られないという根本的な制約がある。 395 
 396 
生態学者の IPBES への関わり方 397 
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 科学・政策インターフェイス有効性要件の 4 つ目、反復性（iterativity）に398 
着目し、IPBES の 2019 年以降の継続を想定すると、今後生態学者を含む研究者が399 
どのように IPBES に貢献できるのかが見えてくる。まず、第 1 期作業計画で確立400 
された取組や方法論に沿って研究者が実証研究を行うことで、その成果を以降のア401 
セスメントに取り込めるようになり、科学的信頼性（credibility）を高められる。402 
この際、完了したアセスメントの SPM には政策から科学への知識ニーズが明記さ403 
れているので参考になる。研究者がこのニーズに対応していくことで、その後のア404 
セスメントの政策関連性（relevance）を改善できる。最後に正当性（legitimacy）405 
については、完了したアセスメントで情報が不足している国や分野の専門家が以降406 
のアセスメントに執筆者や外部査読者として積極的に参加していくことで、改善が407 
期待される。以上のプロセスが繰り返し継続されることで IPBES アセスメントの408 
改善が期待され、片や研究者側は、これに積極的に参加していくことで、政策に対409 
して効果的に貢献する方法を理解し、実際に貢献していくことができる。 410 
 411 
 412 
地球温暖化影響から適応へ―動き出す政策・研究の焦点― 413 
 現在進行中の地球温暖化は、河川の氾濫や農作物の豊凶などを通して、我々414 
の生活に大きな影響を及ぼすだけでなく、種の絶滅や生息域の移動・減少・消滅な415 
どを引き起こし、生物多様性、ひいては生態系サービスの低下につながる可能性も416 
ある。そのような中で、地球温暖化に関する膨大な研究が蓄積されてきており、将417 
来の気候変動の予測研究とともに、その影響に関する研究があらゆる分野でなされ418 
てきている（Pachauri et al. 2015）。それと同時に、気候変動に対処するため、温419 
室効果ガスの抑制などを行う「緩和」だけでなく、現在既に顕在化しつつある影響420 
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に対する「適応」を行うことが求められており、それらに関わる研究の推進が求め421 
られている。 422 
 政策レベルで重要な取組は気候変動に関する国際連合枠組条約に関する締423 
約国会議（COP）である。その中でも重要な位置づけにあるのが、2015 年に開催424 
された COP21 のパリ協定である。ここで注意しなければならないのは、こちらの425 
COP は前述の COP10 （生物多様性条約第 10 回締約国会議: COP-CBD）とは異な426 
るものである点である。いずれも COP の略称を用いるが、生物多様性分野の関係427 
者にとって COP といえば COP-CBD であり、気候変動分野の関係者にとっては428 
COP-FCCC であるので、分野内にいる場合は混乱を生じない。しかし、分野をまた429 
ぐ場合は多少混乱を生じる。この COP21 のもとで、全球の平均気温上昇を 2 度未430 
満に抑えることが世界共通の目標として掲げられ、さらには 1.5 度未満まで抑える431 
ことの必要性にも言及された（Rogelj et al. 2016）。そのような世界的な情勢の中432 
で、如何にすれば気温上昇を 1.5℃以下に抑えられるのか、つまりは緩和策に関す433 
る技術的及び政策的な知見の集積が急がれるとともに、1.5℃または 2℃気温が上昇434 
した世界はどのような影響を受けるのか、またその影響に対してどのような適応策435 
が講じ得るのかという知見が求められている。つまり、具体的な政策オプションと436 
しての適応策とその投資効率・実現可能性の推計が早急に求められている状況であ437 
る。 438 
日本国内においても、「気候変動の影響への適応計画」が 2015 年に閣議決439 
定され、政府一丸となって気候変動の影響への適応を計画的に進めていくことが方440 
針として定められた。大型研究プロジェクトにしても、例えば、環境省環境研究総441 
合推進費「地球規模の気候変動リスク管理戦略の構築に関する総合的研究 （S10）」442 
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というリスク評価中心の研究から「気候変動の緩和策と適応策の統合的戦略研究 443 
（S14）」へ引き継がれる形で、緩和と適応策に関する研究が進められている。 444 
 地球温暖化と生物多様性は、あらゆる段階の政策決定者に関わる問題であ445 
り、国際会議・政府・地方自治体など多段階の組織がこれらの問題におけるステー446 
クホルダーとなる。また、NPO・NGO・企業も地球温暖化問題におけるステークホ447 
ルダーである。このような広いステークホルダーに対する科学者の情報発信の窓口448 
として成功を収めている事例が IPCC である。IPCC は 1988 年に国連環境計画 449 
（UNEP）と世界気象機関（WMO）によって設立された。気象学者の色が濃い組織450 
ではあるが、現在はその研究分野の裾野をあらゆる分野へ広げ、5–6 年ごとに公表451 
される報告書も既に第 5 次報告書となった。その中で生物多様性も当然扱われてお452 
り、気温上昇によって深刻な被害を受けるリスク項目に挙げられている（O’Neill 453 
et al. 2017）。IPCC は現在、1.5℃の地球温暖化に関する特別報告書（1.5℃SR）454 
の準備を着々と進めている状況にある （2017 年 6 月本稿執筆時）。パリ協定の成455 
立にも IPCC が大きな役割を果たし、特に RCP2.6 シナリオ（将来における温室効456 
果ガスの 4 つの代表濃度経路シナリオのうち、最も気温上昇が小さいシナリオ） に457 
関する研究成果が、議論のベースになったとされる（Beck and Mahony 2017）。458 
地球温暖化に関わるステークホルダーは極めて多領域に及ぶが、そのステークホル459 
ダーに対する窓口として IPCC は極めて有用であるといえる。IPCC では、影響・460 
適応研究に関して、ある程度決まった取組が定められており、例えば研究者は気象461 
研究者グループが公表する大気海洋結合モデルの 4 つの RCP シナリオの気候予測462 
をもとに将来予測を行う（van Vuuren et al. 2011）。 463 
 464 
生態学者は気候変動問題にどう関われるのか 465 
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生態学者が取り組む可能性が高い、生物多様性と気候変動に関する研究成果466 
を政策に貢献させる方法として、IPBES だけではなく、IPCC へのアウトプット、467 
すなわち IPCC の報告書における引用を目指すことは、一つのシンプルな方向性で468 
あろう。例えば、自身が研究対象とする生態系について、環境の中でも特に気温と469 
いうファクターに注目して数理モデル化し、将来気温が増加した場合にその系がど470 
のような影響受けるのかを推定するという研究は、その重要性に比して、生態学の471 
分野での実践例は限られている。将来の気温の増加の程度は IPCC で共通化された472 
気候モデルによる結果を利用することが望ましいが (例えば、Yamamura et al. 473 
2006)、シンプルに 1 度から 2 度増加させた場合の予測を行うだけでも (例えば474 
Satake et al. 2013)、大きなインパクトを与える研究になる。複雑な数理モデル化475 
を行わず、単純な統計モデルを利用した予測でも、その適用範囲に十分注意しなが476 
ら議論をすることで IPCC に引用される可能性は高くなり、自身の研究を社会に還477 
元することにつながる。 478 
 生物多様性には、気候の変化だけではなく、種間相互作用や土地利用変化、479 
人間活動、進化など様々な要因が影響する。このため、気候変動が生物多様性に及480 
ぼす影響を検討する研究は、他分野の気候変動影響研究（例えば洪水リスクの研究）481 
に比べてまだ評価・予測精度が低い研究と言えるかもしれない。それは、気候変動482 
が生物多様性に及ぼす影響をモデル化する場合、洪水リスクなどの分野と比べて物483 
理素過程からより離れたモデルにならざるを得ないことが一つの重要な要因であ484 
る（Brooks et al. 2014, Urban et al. 2016）。一方、生物多様性に関する研究は、485 
それ自体が気候変動下における生態系維持の適応策に貢献する可能性を持つもの486 
でもあり、気候変動影響研究という視点からみて大きな期待が寄せられる分野でも487 
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ある。生態学者は社会貢献の上でも、学術的な意味でも、気候変動影響研究から目488 
を逸らすわけにはいかないだろう。生態学者の気候変動研究へのさらなる積極的な489 
参加が望まれる。 490 
 491 
 492 
人口減少・高齢化社会におけるグリーンインフラへの期待 493 
 現在、日本において着実に進行している人口減少、高齢化は、20世紀の土494 
地開発圧のような急激な変化ではないが、中期的なスケールで自然環境を激変さ495 
せ、生態系サービスを損なう可能性が高い。日本は、諸外国と比べても類を見な496 
い急速な人口減少、高齢化が高い確度で予測されている。国立社会保障・人口問497 
題研究所の推計によると、2050年の日本の人口は、ピーク時の2008年の約1億3000498 
万人弱から約1億人に減少し、総人口の65歳以上の割合である高齢化率は、約20％499 
から約40％に増加すると予測されている（日本の将来推計人口（国立社会保障・500 
人口問題研究所501 
http://www.ipss.go.jp/syoushika/tohkei/newest04/sh2401top.html 2018年9月502 
30日確認）。さらに、人口減少・高齢化は、既に地方や郊外部では顕在化しつつ503 
あるが、国土交通省の推計では、2050年には特に人口が半分以下になる地点が現504 
在の居住地域の６割以上を占め、無居住化する地域が2割を超えるとされている505 
（国土の長期的展望：中間とりまとめ（国土交通省 国土審議会政策部会長期展望506 
委員会 http://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/kokudo03_sg_000030.html 507 
2018年9月30日確認）。日本の人口減少・高齢化による低未利用地の拡大（耕作放508 
棄地、荒廃森林、空地・空家の増加等）は、さまざまな社会的課題に起因して、509 
自然景観、森林や農産物等、地域資源の劣化、防災・減災機能の低下、攪乱依存510 
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種の減少等、様々な生態系サービスの劣化を引き起こすことが危惧されている。511 
低未利用地の拡大は、地域の自然的または社会的な特性にもよるが（Osawa et al. 512 
2016）、林業、農業の経営悪化や担い手不足が原因となって起きることが多い。513 
林業、農業における低未利用地の拡大は、さらに生産力の低下や担い手不足を招514 
き、これがさらなる低未利用地の拡大を引き起こすという負のフィードバックに515 
しばしば陥る。さらに、近年の気候変動の進行による自然災害発生リスクの高ま516 
りや、既存インフラの維持更新費の増加、土地所有者の不明等による土地維持管517 
理コストの増加が、この低未利用地拡大の負のフィードバックに拍車を掛けてお518 
り、主に地方部において低未利用地が急速に拡大している。荒廃森林や耕作放棄519 
地では、適切に管理された森林や農地に比べて、農林産物の生産はもとより水源520 
涵養や土砂流出抑制等の機能も低下するとされており、これらの低未利用地拡大521 
は我が国の生態系サービスの劣化を引き起こすことが懸念されている（環境省：522 
生物多様性及び生態系サービスの総合評価（JBO2）523 
http://www.env.go.jp/nature/biodic/jbo2.html、2018年9月30日確認）。 524 
 近年、人口減少・高齢化や、自然災害の発生リスクの高まりを受け、地域の525 
自然資源や生態系サービスの劣化に対応する政策的関心が高まり、森林や農地、河526 
川、都市公園等、様々な土地利用において生態系サービスを高める施策が展開され527 
てきた。そして、これまで以上に生態系サービスの活用を推進する取り組みを後押528 
し、様々な土地利用や多様な主体の連携による取り組みを促すため、国内だけでな529 
く海外も含め、グリーンインフラストラクチャー（Green Infrastructure 自然の多530 
様な機能を活用した社会資本整備、土地利用計画; 以降はグリーンインフラと表記）531 
や生態系を活用した防災・減災（Eco-DRR: Ecosystem based Disaster Risk 532 
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Reduction）といった新たな概念（グリーンインフラ研究会 2017）に注目が集まっ533 
ている。欧米では、2010 年代前半から、防災減災や地域開発、自然再生等、様々な534 
文脈からグリーンインフラの概念の下、都市再生や雨水管理、緑地創出の事業が実535 
現しつつある。これらの欧米の先進事例を踏まえ、国際条約における議論でもグリ536 
ーンインフラやEco-DRRが扱われ（中山 2015）、生物多様性条約締約国会議（COP）537 
では、都市の生物多様性保全や地球温暖化への適応に向けたツールとして注目を集538 
めている。国内では、欧米の動向を受けて、政策関係者や研究者の中でグリーンイ539 
ンフラに関する議論がはじまり、2015 年度以降、さまざまな行政計画や、関連文書540 
において「グリーンインフラ」の推進が謳われている（西田・岩浅 2015）。グリー541 
ンインフラは、2015 年には「国土形成計画」、「国土利用計画」、「社会資本重点542 
整備計画」において、2016 年には「国土強靭化アクションプラン 2016」、「森林543 
・林業基本計画」、「伊勢志摩サミット付属文書」において明記されており、さら544 
には地方自治体の行政計画にも導入される等、様々な政策文脈において推進・検討545 
が進められている。 546 
  547 
グリーンインフラの課題と求められる研究 548 
グリーンインフラの推進・検討が進む一方で、様々な課題も指摘されている。549 
特に、インフラとしての機能評価、自然の機能を発揮させる施工技術、多様な主体550 
の合意形成手法が推進に向けた課題の要点として挙げられる。まず機能評価につい551 
ては、人工構造物に比べてグリーンインフラは定量的な効果や予測に関する知見が552 
乏しく、事業における導入根拠が不足している現状にある。グリーンインフラに期553 
待されている自然の機能を評価するためには、既往の生態系サービスの評価研究の554 
成果を活用しながら、精緻な生態系サービスの評価・予測を実施すること、さらに555 
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は導入後に効率的なモニタリングを実施するための技術が求められる。さらに、植556 
生帯と一体となった雨水貯留施設などは既に海外で導入されているが、日本で導入557 
するためには、日本に合った構造物の施工や管理技術が求められる。グリーンイン558 
フラの施工管理の技術は、自然再生や生物多様性配慮技術を踏まえ、インフラとし559 
ての本来の機能を一定担保しつつ、生態系サービスが適切に発揮されることが重要560 
であるため、既存の人工構造物とは異なった考え方が必要である（西田・岩浅 561 
2015）。グリーンインフラの整備には、公共・民間に問わず、社会資本整備や土地562 
利用に関わる幅広いステークホルダーの参画・関与が期待されている。このため、563 
関係省庁、地方自治体の行政だけでなく、幅広い民間事業者の関わりが必要である564 
（原口・西田 2017）。学問領域においても、生態学はもとより、土木学、建築学、565 
経済学、法学等の多岐にわたる知見・技術の連携が求められ、今まで以上に主体間、566 
学問領域間の連携や合意形成を進める必要がある（吉田 2017）。現状、グリーン567 
インフラを社会に導入するためには、機能や効果の可視化や、自然の機能を発揮さ568 
せる技術開発、持続的な事業モデルの構築、諸分野や多様な主体の連携など、様々569 
な課題が存在している。しかしながら、グリーンインフラは自然の多様な機能を活570 
用することが最も重要であるため、その推進において、生態系サービスの評価、自571 
然再生や生態系管理等、生態学の知見や技術は欠かせないものである。この点にお572 
いて、グリーンインフラの推進は、生態学の知見を幅広い社会課題の解決に対して573 
活かす好機とも捉えられる。 574 
 575 
 576 
生物多様性保全から考える鳥獣対策の課題 577 
 森林性大型獣をはじめとした野生動物の個体数増加や分布拡大は、地域住民578 
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の生活・生業の継続を脅かす新たな社会・環境問題として指摘されて久しく、昨今579 
では「負の生態系サービス」の典型としても知られている（Shackleton et al. 2016）。580 
鳥獣がもたらす農業被害は 1970 年代以降国内各地で増加しはじめ、その被害の年581 
間総額は今世紀に入って 200 億円前後で高止まりしている（農林水産省鳥獣被害対582 
策コーナーhttp://www.maff.go.jp/j/seisan/tyozyu/higai/index.html 2018 年 9 月583 
30 日確認）。問題が解決されない理由として、一連の被害問題に対処するための知584 
見不足がしばしば指摘されてきた。しかし、鳥獣被害防除の技術レベルの向上は近585 
年顕著で、すでに実用段階に達しているものが多い（江口 2016）。詰まる所、問586 
題の所在は、そうした技術の適用を困難にさせている地域の現況、すなわち人口減587 
少社会に適応できない自治体のガバナンスの弱化、さらには担い手（ユーザー）の588 
著しい高齢化などにある（江成 2010）。鳥獣対策に関わる体制の脆弱化を受けて、589 
被害の抑制・予防のために加害動物を生活圏に隣接する森林から可能な限り排除し590 
ようとする市民や行政の声も高まりつつある（ニホンザルの例：江成・江成 2016）。591 
「共存」から「排除」へと変化する市民の意識は、人口減少社会がもたらしうる生592 
物多様性保全における新たな課題として提起されうる。 593 
 国内に生息する野生動物の個体数や生息地の管理は、環境省が所管する鳥獣594 
の保護及び狩猟の適正化に関する法律（略称：鳥獣保護法）に基づき対処されてき595 
た。上記のような問題の広がりを受け、鳥獣の「管理」強化（＝捕獲の促進）を主596 
目的に同法は 2015 年に一部改正され、名称も鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適597 
正化に関する法律（鳥獣保護管理法）に変更された。同法は生物多様性条約の国内598 
対応法の一つであり、これまでに「生物の多様性の確保（2002 年）」や「鳥獣保護599 
区における保全事業（2006 年）」が新たな項目として追記されている。しかし、被600 
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害をもたらす野生動物については人間社会への利害関係を軸に対応策が展開され601 
ることが一般的で、生物多様性保全への実効性ある対応は依然として課題として残602 
されている（同法の歴史的経緯については神山（2014）に詳しい）。 603 
被害現場である農地における対応については、農林水産省が所管する鳥獣に604 
よる農林水産業等に係る被害防止のための特別措置に関する法律（鳥獣被害防止特605 
措法（2007 年施行、2016 年一部改正）をもとに、捕獲体制の強化や資源活用（た606 
とえばジビエ振興）の促進などに利用可能な特別交付税を市町村に配布する形で進607 
められている。また、同省と環境省は共同で「抜本的な鳥獣管理対策」を発表し、608 
2023 年度までにニホンジカ（Cervus nippon）とイノシシ（Sus scrofa）の個体数609 
を半減、ニホンザル（Macaca fuscata）とカワウ（Phalacrocorax carbo）は被害を610 
出 す 群 れ や 個 体 を 半 減 す る と い う 、 捕 獲 重 視 の 政 策 方 針 を 提 示 し た611 
（https://www.env.go.jp/nature/choju/effort/effort9.html 2018 年 9 月 30 日確612 
認）。 613 
 個体数を増加させている野生動物の分布は、山林から農村、農村から都市へ614 
と着実に広がりを見せている（環境省 2010）。それに伴って、被害問題はさらに615 
多様化しており、特に人口稠密地に入り込んだ野生動物による咬傷事故やロードキ616 
ル（交通事故）、さらには人獣共通感染症の脅威が高まっている（山口 2016）。ま617 
た、「縮む社会」が現実味を帯びてきた日本において、野生動物がもたらすリスク618 
は集落の将来設計を考えるうえでももはや無視できるものではなく（九鬼・絵美 619 
2014）、重要な国策課題の一つとなりつつある。このように、野生動物がもたらす620 
各種リスクをコントロールしていくためには、対象動物の生態や行動を理解するた621 
めの自然科学だけでなく、野生動物により直接的・間接的な影響を受けることが予622 
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想される各種産業、さらには人口減少時代における国土デザインを再検討していく623 
ための社会科学を含む多岐にわたる学問領域との有機的な連携が欠かせない。 624 
 625 
研究者が認識すべき鳥獣対策の別の側面 626 
 野生動物問題は「人口問題」の一つと大局的に捉えることができる。すなわ627 
ち、人口が増加すれば、開発行為や自然資源の搾取拡大を通して、野生動物各種の628 
個体群や生息地への圧力が高まり、種を絶滅の淵に追いやる（Meffe et al. 2006）。629 
人口が減少すれば、平場を本来好む野生動物は防衛が手薄になった私たちの生活圏630 
へ侵入を繰り返し、日常的な安全・安心は損なわれる（江成 2010）。今まさに私631 
たちが足を踏み入れた後者の「縮む社会」においては、益害論的見地から、野生動632 
物がもたらす「負のサービス」の除去という近視眼的な実利実益だけが偏重されや633 
すい。ただし、野生動物を含む生態系がもたらすサービスには、常に正と負の両面634 
があり（Saunders and Luck 2016）、人にとって都合の良いサービスの側面（資源635 
としての価値や、「正のサービス」の源泉となる多種共存に貢献する機能など）だ636 
けを享受することはできない（江成・江成 2016）。さらには、「負のサービス」の637 
除去だけに注力すれば、日常生活なかで醸成されてきた「共存（＝野生動物がもた638 
らすリスク）」を許容する地域の風土や個々の価値観さえも失いかねない。多産少639 
死型から少産多死型へという未曽有の人口転換への過渡期を迎えた今だからこそ、640 
こうした現実に真摯に向き合う姿勢を養い、生物多様性保全と（現行の）野生動物641 
管理のギャップを埋めるための新たな試みが求められている。具体的には、野生動642 
物の持ちうる普遍的もしくは地域的な価値や正しいリスク認識を管理主体となる643 
実務者や市民の間で広く共有していくことを目的に、政策決定者（行政やそれを支644 
える NPO など）にはリスク・コミュニケーションを促進させていくことが期待さ645 
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れる。そして、こうしたリスク・コミュニケーションの円滑化、さらには野生動物646 
管理の選択肢の多様化（たとえば、野生動物に強い地域再生を目指すための集落土647 
地利用の再編と跡地の再野生化）を目的に、生態学者は野生動物の持つ正と負の双648 
方のサービスに関する科学的評価や、「縮む社会」における各選択肢の実装可能性649 
や中長期的な影響についての多面的評価に取り組むことが望まれる。 650 
 651 
 652 
“研究と実践の隔たり”の解消に向けた展望と 653 
それに向けた legislative scan の意義 654 
本稿は、研究と実践の隔たりの解消に向けた試みの一つとして、BES の取り655 
組みである legislative scan を紹介するとともに、これを参考にして生物多様性と656 
生態系サービスに関わる国内外の重要な政策課題を 5 つ概観し、各課題に関わる研657 
究者等の立場から今後の期待や展望を述べた。今回取り上げた各政策課題について658 
は、既に解説記事等が出版されているものの（例えば IPBES: 白山 2016; グリー659 
ンインフラ: 西田 2017 及び同雑誌内における特集）、Google Scholar で IPBES、660 
グリーンインフラストラクチャーそれぞれ日本語の文献を検索すると、ヒットする661 
件数はそれぞれ 65 件、37 件と、生物多様性の 71,700 件に比して少ないと言わざ662 
るを得ない（https://scholar.google.co.jp/, 2018 年 8 月 1 日検索実施）。研究者に663 
よる解説記事等が出版されていることから、各政策課題について広い研究者の貢献664 
が期待されていること、その半面、それらを扱った研究論文の少なさから、なかな665 
か研究者に知ってもらえない、少なくとも研究テーマとして積極的に扱ってもらえ666 
ていないという実情が伺える。生物多様性は非常に多くの政策課題に関連するがた667 
めに、自身の研究を社会的な課題解決に活用させたいと考える研究者も、どこから668 
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関わっていけばよいのか困惑しているという面もあるだろう。この困惑が、研究と669 
実践の隔たりを引き起こす一つの要因であることに疑いの余地はない。本稿の基盤670 
となった第 64 回日本生態学会全国大会シンポジウムに対する関心の高さ、政策課671 
題を研究者に知ってもらいたいという社会ニーズ、広範な政策課題を前にして困惑672 
している研究者の実情を勘案すれば、大澤・上野（2017）が提案しているように、673 
本稿の取り組みを発展させ、定期的に生態学に関連しうる政策課題を概観する日本674 
版 legislative scan（筆者訳：生物多様性に関する政策動向走査）を実施すること675 
は、政策側は必要な科学的知見が得られる機会を増やすという面で、研究者は研究676 
テーマ等を参考にできるという面で、日本における研究と実践の隔たりを埋めるた677 
めに有意義と考えられる。 678 
ただし、実際に日本で legislative scan を実施する際には、有意義な成果及679 
び波及効果が得られるよう十分に検討すべき点がある。例えば、BES で留意されて680 
いるように、提供される情報に行政側からの要望のみが偏って反映されるようなこ681 
とがないよう執筆者にできる限り多様な立場の人材を含めることや、匿名の投票を682 
通して項目を選定する選定など、取り上げる内容に含まれるバイアスを除去する工683 
夫が必要になる。また研究者の利用においては、legislative scan は研究者が取り組684 
むべき課題の「正解」を提示するカンニングペーパーではないことを認識しておく685 
必要もある。legislative scan のような取り組みを最大限に活かすためには、与えら686 
れた情報を適切に利用しながら、一人一人がどのような科学が今後重要になるのか687 
を能動的に考え、判断していくことが必要不可欠である。 688 
生物多様性に関わる課題が社会課題となった今、生態学者に対する社会的な689 
期待はますます大きくなっている。社会的な課題の解決に向けた内容を研究テーマ690 
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にすることを選択する生態学者は、立場に応じて、表 1 に示したような直接的な取691 
り組みはもちろん、間接的な取り組みとして、政策をはじめとした社会情勢を把握692 
し、それに対して科学的な知見を提供する努力をしていく必要がある。直接的な取693 
り組みに比べて、間接的な取り組みは即時性、影響力が限定的である半面、研究者694 
側が主体的に取り組める、多くの生態学者が参加できるという利点があると筆者ら695 
は考える（図 1）。実際に多くの研究者が関われる機会があるのは間接的な取り組696 
みであり、この部分を支援すれば、より多くの研究者が研究と実践の隔たりの解消697 
に貢献することになる。さらには行政等、実務側からの要請に応えることが多い直698 
接的な取り組みとは違い、研究者が主体的に行う間接的な取り組み（図 1）は、研699 
究者側から問題提起等、積極的な働きかけができる可能性もある。BES が700 
legislative scan を行っているように、学会をはじめとした研究者コミュニティが701 
主体となって研究と実践の隔たりの解消に向け、誰でも関われる間接的な取り組み702 
の支援を行うことは、研究者が社会的課題の解決に向けて活躍する機会を増やすこ703 
とにつながると期待できる。 704 
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図の説明 914 
 915 
 916 
図 1. 研究と実践の隔たりを埋めるための取り組み。Legislative scan 等、個々の研917 
究者による研究活動の支援は間接的な取り組みにあたる。 918 
  919 
  
表 1 国内における代表的な研究者による行政施策過程への参与形態 920 
形態 研究者の関わり方 関われる研究者 
審議会（総会、部会等）の
議論 
法制度設計、規制対象の地域・種の選定等につい
て、諮問を受け（意見を）答申 
審議会委員等に選定された研究者に限られる 
私的諮問機関（懇談会、研
究会、検討会議等、法令に
よらないもの）の議論 
法制度設計、規制対象の地域・種の選定等につい
て、意見提示 
会議等の委員として招かれた研究者に限られる 
パブリックコメント 法制度設計、規制対象の地域・種の選定等につい
て、提示された法制度・計画等の案への意見提示等 
誰でも関われるが、必ずしも研究者として科学的知見を求
められているわけではない 
省庁委託プロジェクト 特定の省庁ニーズに対する方法論の開発、活用の
推進等 
プロジェクト採択機関の関係者に限られる 
政府研究機関による職務 非限定的な省庁ニーズに対する方法論の開発、活
用の推進等 
政府研究機関の研究職員 
学会等研究者コミュニテ
ィの活動 
コミュニティ内の関心事項について要望書等を提
出 
会員であれば関われる可能性は高いが、主導するのは特定
の役職にある研究者である場合が多い 
 921 
  922 
  
表 2 生物多様性及び生態系サービスに関する政府間科学－政策プラットフォーム（IPBES）第１期作業計画の構成 923 
作業項目 内容 
アセスメント 地球規模アセスメント、地域アセスメント、テーマ別アセスメント（花粉媒介、土地劣化
と再生）、方法論アセスメント（シナリオ・モデリング、価値概念化） 
政策支援ツール 政策に資するツールや方法論の特定、活用の推進、さらなる開発の推進 
能力強化 能力強化の優先ニーズの特定、優先ニーズ対応のための支援等 
知識形成 政策決定者の知識ニーズの特定、必要とされている新たな知識形成の推進 
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